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１．はじめに 

1.1．研究背景 

近年の都市計画においては，DX やデジタル化の

推進に注目が集まっている．例えば，国土交通省は

都市政策のあらゆる領域で DX を推進し，人口減少・

少子高齢化の下で豊かな生活，多様な暮らし方・働

き方を支えるサステナブルな都市―「人間中心のま

ちづくり」を実現するためのビジョンの検討として，

令和 4 年 4 月 7 日から「まちづくりのデジタル・ト

ランスフォーメーション実現会議」を設置するなど，

DX 活用の基盤を急速に整備している[1]． 

人口統計データの領域において，今後の活用が期

待されるのが携帯電話人口統計である．携帯電話登

録情報に紐づいた利用者属性が得られる点や，24 時

間 365 日データを取得できる点で，少子高齢化時代

における先鋭的で効率的な都市計画への活用可能性

が広がっている．また，COVID-19 の流行以降は人

流への注目度が高まり，携帯電話人口統計の活用に

関する研究も行われている[2]． 

1.2．研究目的 

本稿では，人口重心を用いることで人流の見える

化，定量化を行う．本研究の目的は 4 つある．第一

に人口重心の性質に関して整理し，解釈の優位性を

示す．第二に人口重心の地域間比較を行い，地域の

特徴付けを行う．第三に COVID-19 流行前後の比較

することで流行による人流の抑制を考察する．第四

に直線距離二乗和が最小になるような立地問題を考

え，施設配置に関するパレート最適を導出すること

で，現状の庁舎位置の効率性に関する考察を行う． 

 人口重心に関する研究は多くの蓄積があり，鈴木

[3]による従来人口統計指標を用いた重心の算出や，

田村ら[4]の施設配置問題に応用した例，さらに，二

乗距離を用いてパレート最適を導出した Ohsawa ら

[5]などがある．しかしながら，携帯電話人口統計を

用いて連続的な時間帯で人口重心を算出した研究は

これまでになく，本稿の新規性としている． 

1.3．使用データ 

 本稿では，NTT ドコモモバイル空間統計を用いる．

NTT ドコモの基地局データをもとに，1 時間ごとの

人口を推計したデータとなっている．本稿で使用し

たデータの集計単位は自治体単位のものを用いてい

る．対象地域を関東地方の 1 都 7 県，対象の期間を

2015 年～2021 年の 7 年間，それぞれ 4 月上旬の 3 週

間としている．また，自治体単位のデータを使用し
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ているので，市役所の位置にその時間帯のすべての

人口が存在しているとして，人口重心の算出を行っ

た． 

 

２．人口重心の性質 

2.1．移動距離最小化問題 

平面上の対象地域が𝑛地区から構成されているとし，

地点ⅈの場所を(𝑥𝑖 , 𝑦𝑖)とする．そして，人口は時間帯

とともに変化するとし，時刻𝑡での地点ⅈの人口を

𝜔𝑖(𝑡) とする．ただし，総人口を基準化し，

∑ ω𝑖(𝑡)𝑛
𝑖=1 = 1を満たすとする．時刻𝑡において住民

からの直線距離二乗和が最小となる立地問題を考え

る．このような単一施設配置の最適問題の目的関数

は，時刻𝑡に依存し施設配置(𝑥, 𝑦)の変数となる．住

民一人当たりでの平均値で換算すると目的関数

𝜙(𝑥, 𝑦: 𝑡)は次のように表現できる： 

ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡) ≡ ∑ ωi(t)((x − xi)
2 + (y − yi)

2)

n

i=1

. (1) 

この目的関数は𝑥及び𝑦に関する二次関数となる．し

たがって，移動距離を最小にする地点(𝑥, 𝑦)を求める

最適化問題は次のように表現できる： 

min
𝑥,𝑦

ϕ (𝑥, 𝑦: 𝑡). (2) 

2.2．人口重心 

時刻𝑡での人口重心を(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡))とすると， 

𝑥(𝑡) ≡
1

𝑊(𝑡)
∑ ω𝑖(𝑡)𝑥𝑖

𝑛

𝑖=1

,  𝑦(𝑡) ≡
1

𝑊(𝑡)
∑ ω𝑖(𝑡)𝑦𝑖

𝑛

𝑖=1

. 

ここで，人口重心𝑥(𝑡)を用いると，式(1)の第一項及

び第二項は， 

1

𝑊(𝑡)
∑ 𝜔𝑖(𝑡)(𝑥 − 𝑥𝑖)

2

𝑛

𝑖=1

, 

=
𝑥2

𝑊(𝑡)
∑ 𝜔𝑖(𝑡)

𝑛

𝑖=1

−
2𝑥

𝑊(𝑡)
∑ 𝜔𝑖(𝑡)𝑥𝑖

𝑛

𝑖=1

+
1

𝑊(𝑡)
∑ 𝜔𝑖(𝑡)𝑥𝑖

2

𝑛

𝑖=1

 

= 𝑥2 − 2𝑥(𝑡)𝑥 +
1

𝑊(𝑡)
∑ 𝜔𝑖(𝑡)𝑥𝑖

2

𝑛

𝑖=1

, 

1

𝑊(𝑡)
∑ ω𝑖(𝑡)(𝑦 − 𝑦𝑖)2

𝑛

𝑖=1

 

=
𝑦2

𝑊(𝑡)
∑ ω𝑖(𝑡)

𝑛

𝑖=1

−
2𝑦

𝑊(𝑡)
∑ ω𝑖(𝑡)𝑦𝑖

𝑛

𝑖=1

+
1

𝑊(𝑡)
∑ ω𝑖(𝑡)𝑦𝑖

2

𝑛

𝑖=1

 

= 𝑦2 − 2𝑦(𝑡)𝑦 +
1

𝑊(𝑡)
∑ ω𝑖(𝑡)𝑦𝑖

2

𝑛

𝑖=1

. 

よって式(1)で示した目的関数𝜙(𝑥, 𝑦: 𝑡)は，人口重心

(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡))を用いて， 

ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡) = 𝑥2 − 2𝑥(𝑡)𝑥 + 𝑦2 − 2𝑦(𝑡)𝑦 

+
1

𝑊(𝑡)
∑ ω𝑖(𝑡)(𝑥𝑖

2 + 𝑦𝑖
2)

𝑛

𝑖=1

. 

特別な場合として，人口重心(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡))で評価する

と， 

ϕ(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡): 𝑡) 

=
1

𝑊(𝑡)
∑ 𝜔𝑖(𝑡)(𝑥𝑖

2 + 𝑦𝑖
2)

𝑛

𝑖=1

− (𝑥(𝑡)2 + 𝑦(𝑡)2). 

以上から，重心での目的関数値𝜙(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡): 𝑡)を用い

ることで，式(1)で示した𝜙(𝑥, 𝑦: 𝑡)は， 

𝜙(𝑥, 𝑦: 𝑡) 

= 𝜙(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡): 𝑡) + (𝑥 − 𝑥(𝑡))
2

+ (𝑦 − 𝑦(𝑡))
2

. (3) 

と簡潔に表現でき，次のことがわかる． 

1. 不等式𝜙(𝑥, 𝑦: 𝑡)  ≥ 𝜙(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡): 𝑡)が成り立つ

から，式(1)の最適地点(𝑥∗(𝑡), 𝑦∗(𝑡))と，最適目

的関数値𝜙(𝑥∗, 𝑦∗: 𝑡)は次のようになる： 

(𝑥∗, 𝑦∗) = (𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡)), 

𝜙(𝑥∗, 𝑦∗: 𝑡) = 𝜙(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡): 𝑡)． 

2. 目的関数𝜙(𝑥, 𝑦: 𝑡)の等高線は，それぞれ人口重

心(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡))を中心とする同心円となる． 

 

2.3．各県民の人口重心 

2019 年 4 月 8 日（月）の深夜 0 時と昼間 12 時の各

県民における人口を重心を示したものを図１，2021

年 4 月 5 日（月）において同様のものを図 2，各日

付における深夜 0 時と昼間 12 時の重心間の距離を

示したものを表 1 とする．これらの図表からは 2 点

のことがわかる．第一に，各県民の重心は深夜 0 時

から昼間 12 時にかけて東京方面へ移動している．

特に，埼玉県民・千葉県民・神奈川県民はその距離

が長い．第二に，2019 年 4 月 8 日（月）から 2021 年

4 月 5 日にかけて深夜 0 時と昼間 12 時の重心間の距
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離が減少していることがわかる．特に，栃木県民や

神奈川県民の減少率は高くなっている． 

 

2.3．各市民の人口重心 

図 3 に 2019 年 4 月 8 日（月）における各市民の

深夜 0 時と昼間 12 時の人口重心を示す．図 3 から

は 2 点のことがわかる．第一に人口重心は各自治体

の特徴を見える化している．例えば，茨城県を見る

と，県中央部は東京方面に人口重心が移動し，県西

部・県東部は県中央部に人口重心が移動している．

茨城県の県央部には常磐線が通っており，前者は常 

 

 

磐線に沿うような東京方面への移動，後者は駅があ

図 2 2021 年 4 月 5 日（月）における各県民の重心 

         

   

  

図 3 2019 年 4 月 8 日における各市民の重心 

         

   

  

図 4 2021 年 4 月 5 日における各市民の重心 

         

   

  

表 1 深夜 0 時と昼間 12 時の重心間距離の比較 

K

m 
茨城

県民 

栃木

県民 

群馬

県民 

埼玉

県民 

千葉

県民 

東京

都民 

神奈

川 

県民 

A 1.81 1.77 1.42 3.09 3.42 1.11 3.46 

B 1.34 1.23 1.09 2.41 2.60 0.83 2.47 

減

少

率 

25.9 

% 

30.8 

% 

23.1 

% 

21.9 

% 

24.0 

% 

25.3 

% 

28.6 

% 

A：2019 年 4 月 8 日（月）B：2021 年 4 月 5 日（月） 

図 1 2019 年 4 月 8 日（月）における各県民の重心 
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り比較的発展している街に人口移動が起きているこ

とがわかる．第二に，埼玉県・千葉県・神奈川県の

各自治体の深夜 0 時と昼間 12 時の重心間の距離の

方が，北関東の 3 県の深夜 0 時と昼間 12 時の重心

間の距離よりも長い傾向があることがわかる． 

 また，2021 年 4 月 5 日における各市民の深夜 0 時

と昼間 12 時の人口重心を図 4 に示す．市民単位も

県民単位と同様に COVID-19 の影響によって，深夜

0時と昼間 12時の重心間の距離が短くなっているこ

とが伺える． 

2.4．weber 点との比較 

施設配置問題に多く用いられる weber 点と人口重

心との比較を行う．weber 点は各住民の移動コスト

の総和を最小化する点であり，式(1)と同様に，地点

ⅈの場所を(𝑥𝑖 , 𝑦𝑖)，時刻𝑡での地点ⅈの人口を𝜔𝑖(𝑡)とす

ると，（ただし，総人口を基準化し，∑ ω𝑖(𝑡)𝑛
𝑖=1 = 1を

満たすとする．）以下の式(4)に表すように人口の重

み付けをした総移動距離𝜁(𝑥, 𝑦)を最小化する点とし

て与えられる． 

𝜁(𝑥, 𝑦) ≡ ∑ ω𝑖(𝑡)√(𝑥 − 𝑥𝑖)
2 + (𝑦 − 𝑦𝑖)2

n

i=1

. (4) 

図 5 に 2019 年 4 月 8 日における各市民の深夜 0

時と昼間 12 時の weber 点を示す．人口重心では深夜

0 時から昼間 12 時にかけて，東京方面に移動してい

たのに対して，weber 点の位置は深夜 0 時と昼間 12

時の時点でほとんど同じ位置となっている．（地図上

では 12 時の点に隠れてしまって，0 時の点が見えな

くなっている．） 

人口重心と weber 点の違いは図 6 に示すように 1

次元の都市を考えると解釈が容易である．ここでは

茨城県つくば市民の人口重心と weber 点の違いを解

釈するため，茨城県つくば駅から東京都秋葉原駅に

向かうつくばエクスプレスの駅をそれぞれつくば市

民がいる地点として考え，図のような人数を配置し

た場合を考える．夜のつくば市民を見ると，全員つ

くば市内にいる状況である．ここで，weber 点は人

口分布の中央値，つまり研究学園駅になることがわ

かっている[6]．一方で，人口重心は重み付け人口の

平均値なので，つくば市内の駅の間隔が等間隔であ

るとすると，研究学園駅が人口重心となり，weber 

 

点も人口重心も同じつくば市内となる．一方で数人

のつくば市民が北千住や秋葉原に移動している昼に

着目した場合の中央値はみどりのであり，夜と変わ

らずつくば市内にあるが，重み付け人口の平均値で

ある人口重心は北千住あたりになることが予想され

る．このような理由から，人口重心は人流に敏感に

反応するが，weber 点は自治体単位では変動しづら

い． 

 

本稿では，下記に示すような理由で人口重心を中

心に話を展開していくが，例えば，乳児の育児支援

施設など自治体内にとどまる人の利用を想定した施

設などにおいては，人口重心ではなく weber 点で議

論したほうが良い場合があることに関しては留意し

なくてはいけない． 

この節以降人口重心を中心に議論を展開する．理

由は 2 点ある．第一に図 3 と図 5 の比較からもわか

るように，人口の移動に反応しやすく人流をわかり

やすく見える化することに向いているためである．

         

   

  

図 5 2019 年 4 月 8 日における各市民の weber 点 

つ
く
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3 2 1 1 0 0

1 1 1 1 1 2

夜のつくば市民

昼のつくば市民

つくば市内の駅

図 6 weber 点と人口重心の違い 
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第二に人口重心の定式化は重み付け人口の平均とい

う単純な最適解であるため，式変形に優れているた

めである．一方で weber 点の算出にはニュートン法

など，繰り返し計算を行うような処理が必要であり，

次節以降の式変形に向いていない． 

2.5．着地ベースの重心 

ここまでは，各市民の重心を居住地データを基に

した発地ベースの重心を議論していたが，その自治

体にその時間帯にいる人はどの自治体から来ている

のかという着地ベースの視点から求めた重心の傾向

も確認する．図 7 に 2019 年 4 月 8 日における着地

ベースの深夜 0 時と昼間 12 時の人口重心を示す．

着地ベースの重心も発地ベースの 0 時と 12 時の移

動の傾向は似ているが全体的にその長さは短い．例

えば茨城県北部では，流出する人口は東京方面に多

くの人口が比較的長い距離を移動しているのに対し

て，逆に流入してくる人口は南部から来るものの，

その数と距離は長くないことが推測される． 

施設配置を考える時には，まずその施設の特徴に

よって発地ベース，着地ベースの重心を使い分けな

くてはいけない．例えば観光地に対する施策などは

どこから人が来るのかを PR 面や交通面からも把握

する必要があるので，着地ベースの議論を展開した

ほうがいいだろう．しかし，本稿では以降は住民へ

のサービスの提供，公共インフラの維持管理の視点

から発地ベースの議論を展開する． 

 

３．最適との乖離 

3.1．最適空間ベース 

 時刻𝑡と𝑠との最適地点の差異を，二地点間の距離

の二乗で表現すると，次のようになる： 

(𝑥(𝑡) − 𝑥(𝑠))
2

+ (𝑦(𝑡) − 𝑦(𝑠))
2

. (5) 

したがって，時刻 𝑡と𝑠との最適地点との差異

δ(𝑥, 𝑦: 𝑡)は，二地点間の距離の二乗で表現すると，次

のようになる： 

δ(𝑥, 𝑦: 𝑡) = (𝑥 − 𝑥(𝑡))
2

+ (𝑦 − 𝑦(𝑡))
2

. (6) 

3.2．目的空間ベース 

任意の地点(𝑥, 𝑦)での目的関数値𝜙(𝑥, 𝑦: 𝑡)を最適な

場合の値ϕ(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡): 𝑡)と比較する乖離γ(𝑥, 𝑦: 𝑡)は

次のように定義できる： 

 

𝛾(𝑥, 𝑦: 𝑡)    ≡
𝜙(𝑥, 𝑦: 𝑡)

𝜙(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡), 𝑡)
 

= 1 +
(x − x(t))

2
+ (y − y(t))

2

ϕ(x(t), y(t): t)
(7) 

この式から，次のことがわかる． 

1. 乖離は，地点(𝑥, 𝑦)と人口重心(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡))との距

離の二乗(𝑥 − 𝑥(𝑡))
2

+ (𝑦 − 𝑦(𝑡))
2
で定まる．こ

れは二つの軸で表現される．例えば，通勤・通

学などで昼夜間移動に関して東京方面への人

流の基 

2. 軸があるとする．それを𝑥軸もしくは𝑦軸に合わ

せると，式(4)で示した乖離は基軸方向の乖離

(x(t) − x)2とその直交方向の乖離(y(t) − y)2へ

二分割できる．また，𝑥軸に合わせなくても，人

口重心(x(t), y(t))から地点(𝑥, 𝑦)への方向ベク

トルを人口重心(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡))から東京方面への

方向ベクトルへ正射影しその長さを用いても

表現できる． 

3. 異なる時刻sにおいて人口重心の目的関数値を

評価する．式(5)に時刻sの人口重心を代入した

γ(𝑥(𝑠), 𝑦(𝑠): 𝑡)や時刻𝑠の目的関数値に時刻𝑡の

人口重心を代入したγ(x(t), y(t): s)は，次のよう

に整理できる： 

         

  

   

図 7 2019 年 4 月 8 日における各自治体の 

着地ベースの重心 
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γ(𝑥(𝑠), 𝑦(𝑠): 𝑡)

= 1 +
(𝑥(𝑠) − 𝑥(𝑡))

2
+ (𝑦(𝑠) − 𝑦(𝑡))

2

𝜙(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡): 𝑡)
, 

γ(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡): 𝑠)

= 1 +
(𝑥(𝑡) − 𝑥(𝑠))

2
+ (𝑦(𝑡) − 𝑦(𝑠))

2

𝜙(𝑥(𝑠), 𝑦(𝑠): 𝑠)
. 

右辺の分母が共通で，式(4)で示された，時刻𝑡と

時刻𝑠との人口重心間距離の二乗となる．もし

時刻𝑠の方が人流が活発ならば，ϕ(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡):

𝑡) ≤ ϕ(𝑥(𝑠), 𝑦(𝑠): 𝑠)であるから，ϕ(𝑥(𝑠), 𝑦(𝑠):

𝑡) ≥ ϕ(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡): 𝑠)が得られる． 

3.2．東京方面への正射影 

2019 年 4 月 8 日（月）において，深夜 0 時の人口

重心から昼間 12 時への方向ベクトルを深夜 0 時の

人口重心から東京駅への方向ベクトルへ正射影し，

その長さを図 8 に示す．図 8 からは 2 点のことがわ

かる．第一に正射影の長さが長い自治体は千葉県の

南東部，東京都西部，神奈川県南西部に多いことが

わかる．第二に北関東の 3 県は正射影の長さが短く，

特に東京駅方面の県境付近の自治体は正射影の長さ

が短いことがわかる．また，茨城県常総市など，一

部自治体では東京駅とは真逆の方向に正射影が伸び

ている自治体もある． 

 

3.3．深夜と昼間での目的関数値の評価 

2019 年 4 月 8 日（月）において，深夜 0 時と昼間 

 

 

 

12 時の目的関数値の評価を行う．それぞれ

γ(𝑥(0), 𝑦(0): 12)とγ(𝑥(12), 𝑦(12): 0)とを比較する

ことで，例えば庁舎などの住民が使うような公共施

設の立地を考えたときに，どの時間帯が効率的であ

るのかを吟味する要素とすることが出来る．図 9 に

深夜 0 時の人口重心の評価値γ(𝑥(0), 𝑦(0): 12)，図 10

に昼間 12 時の人口重心の評価値γ(𝑥(12), 𝑦(12): 0)

を示す．3.2 で示したように，人流が活発である 12

時の人口重心の評価値であるγ(𝑥(12), 𝑦(12): 0)の方 

         

                 

    

      

      

      

      

       

図 8 2019年 4月 8日における東京方面への正射影 

         

 

    

    

    

    

    

図 9 2019 年 4 月 8 日における𝛄(𝒙(𝟎), 𝒚(𝟎): 𝟏𝟐) 

         

 

    

    

    

    

    

図 10 2019 年 4 月 8 日における𝛄(𝒙(𝟏𝟐), 𝒚(𝟏𝟐): 𝟎) 
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が，γ(𝑥(0), 𝑦(0): 12)よりも大きい，つまり 1 人当た

りに必要になる移動距離の二乗が大きくなることが

わかる．また，値が大きくなる自治体は深夜 0 時と

昼間 12 時の人口重心間の距離が長い自治体である

ことがわかる．この 2 つの時間帯において，

γ(𝑥(0), 𝑦(0): 12) ≥ γ(𝑥(0), 𝑦(0): 12)となる自治体が

群馬県片品村と川場村の 2 自治体ある．川場村民の

0 時と 12 時の人口分布を示したものをそれぞれ図

11，図 12 に示す．2 つの図を比べると，深夜 0 時に

おいては千葉県の南房総市に川場村民がいることが

わかるが，逆に昼間 12 時においては南房総市には

川場村民がいないことがわかる．このことによって，

深夜 0 時の方が昼間 12 時よりも人流が活発である

となり，γ(𝑥(0), 𝑦(0): 12) ≥ γ(𝑥(0), 𝑦(0): 12)となっ

たことがわかる． 

3.4．時間別の目的関数値の推移 

2019 年 4 月 8 日の 0 時の人口重心・12 時の人口重

心・茨城県庁のそれぞれの位置を固定した場合の茨

城県民の時間別の目的関数値を図 11 に示す．0 時の

人口重心は夜間人口を用いて施設を配置した場合の

移動距離の二乗のコスト，12 時の人口重心は昼間の

人口統計を用いて施設を配置した場合の移動距離の

二乗のコスト，県庁の値は現状の移動距離の二乗の

コストであるとそれぞれ考えられる．図 13 からは 2

点のことがわかる．第一に 0 時の重心を用いた場合

と 12 時の人口重心を用いた場合の結果に大きな差

はなく，人口の移動が活発になる夜間から昼間にか

けて目的関数値が増加すること．第二に，現在の県

庁の位置は人口重心を用いた場合に比べてどの時間

帯でも約 1.3 倍の二乗距離があることがわかる． 

 

 

４．二目的立地問題 

4.1．パレート最適配置 

 異なる時刻𝑡, 𝑠(≠ 𝑡)における目的関数ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡)と

目的関数ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑠)は競合する．そこでこの二つの目

的関数を用いて，施設候補となる地点を限定してい

く．そのために，パレート最適や優越を定義する． 

         

   

  

    

    

    

     

     

図 5 2019 年 4 月 8 日 12 時おける川場村民 1400

1500

1600

1700

1800

1900

2000

2100

2200

2300

0時 2時 4時 6時 8時 10時12時14時16時18時20時22時

そ
れ
ぞ
れ
の
点
を
基
点
に
し
た
目
的
関
数
値

0時の重心 12時の重心 県庁

図 7 施設を固定した茨城県民の目的関数値 

         

  

  

    

    

    

     

     

図 6 2019 年 4 月 8 日 0 時における川場村民 
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① ϕ(𝑥𝐴 , 𝑦𝐴: 𝑡) ≤ ϕ(𝑥𝐵 , 𝑦𝐵 : 𝑡) か つ ϕ(𝑥𝐴, 𝑦𝐴: 𝑠) ≤

ϕ(𝑥𝐵 , 𝑦𝐵: 𝑠) 

② ϕ(𝑥𝐴 , 𝑦𝐴: 𝑡) ≤ ϕ(𝑥𝐵 , 𝑦𝐵 : 𝑡) か つ  ϕ(𝑥𝐴, 𝑦𝐴: 𝑠) <

ϕ(𝑥𝐵 , 𝑦𝐵: 𝑠)，またはϕ(𝑥𝐴, 𝑦𝐴: 𝑡) < ϕ(𝑥𝐵 , 𝑦𝐵: 𝑡)か

つ ϕ(𝑥𝐴, 𝑦𝐴: 𝑠) ≤ ϕ(𝑥𝐵 , 𝑦𝐵: 𝑠) 

のであれば，地点(𝑥𝐴, 𝑦𝐴)が地点(𝑥𝐵 , 𝑦𝐵)を優越する，

と定義する．そして，他のどの地点からも優越され

ない地点をパレート最適（非劣解）と呼ぶ．施設配

置に関するパレート最適すべてを求める以下の二目

的立地問題を考える： 

min
𝑥,𝑦

{ ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡), ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑠)}. (8) 

式(3)から，目的関数ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡)とϕ(𝑥, 𝑦: 𝑠)の等高線は

共に同心円となる．そのため，両最適点を結ぶ線分

以外の場所は，そこから線分への垂線の足，もしく

は線分端点と比較すると両目的関数値は共に大きい

ため，パレート最適とはなり得ない．一方で，この

線分上の二点を比較するとどちらかの目的関数値が

高く，残りが低い．すなわち，互いに支配関係とは

ならない．以上から人口重心 (𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡)) と

(𝑥(𝑠), 𝑦(𝑠))とを結ぶ線分がパレート最適になるこ

とが幾何学的にわかる(図 12)． 

 

関数𝜙(𝑥, 𝑦: 𝑡)及び 𝜙(𝑥, 𝑦: 𝑠)は凸関数なので，パレー

ト最適はパラメータ𝜃(0 ≤ 𝜃 ≤ 1)を用いた線形加重

和問題を通して，次の集合と一致する： 

{(𝑥, 𝑦): argmin
𝑥,𝑦

𝜃𝜙(𝑥, 𝑦: 𝑡)} 

実際，式(3)から，θϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡) + (1 − θ)ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑠)を最

小とする地点(𝑥∗, 𝑦∗)は， 

(𝑥∗, 𝑦∗) = θ(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡)) + (1 − θ)(𝑥(𝑠), 𝑦(𝑠)) 

となるから，パレート最適は式(8)で表現されること

が代数学的にも確認できる． 

 

4.2．トレードオフ曲線 

地理的空間で定められたパレート集合から，最終

的に合理的な施設配置点を一箇所選ぶ，あるいは限

定していくためには，目的関数ベースでトレードオ

フ関係の吟味が不可欠である． 

 人口重心(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡))と(𝑥(𝑠), 𝑦(𝑠))上を結ぶ線分

上の位置(𝑥, 𝑦)は，パラメータθ(0 ≤ θ ≤ 1)を用いて，

(𝑥, 𝑦) = θ(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡)) + (1 − θ)(𝑥(𝑠), 𝑦(𝑠))と表現で

きる．この関係を式(3)に代入し，式(5)を用いること

で， 

ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡)     = ϕ(x(t), y(t): t)

+ (𝜃𝑥(𝑡) + (1 − 𝜃)𝑥(𝑠) − 𝑥(𝑡))
2

+ (𝜃𝑦(𝑡) + (1 − 𝜃)𝑦(𝑠) − 𝑦(𝑡))
2
 

       = ϕ(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡): 𝑡)

+ (1 − 𝜃)2(𝑥(𝑠) − 𝑥(𝑡))
2

+ (1 − 𝜃)2(𝑦(𝑠) − 𝑦(𝑡))
2
 

    = ϕ(𝑥(𝑡), 𝑦(𝑡): 𝑡) + (1 − θ)2δ(𝑡, 𝑠). (10) 

 

同様に，時刻𝑠では， 

ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑠) = ϕ(𝑥(𝑠), 𝑦(𝑠): 𝑠) + 𝜃2δ(𝑠, 𝑡). (11) 

式(10)と式(11)を見比べると右辺の𝜃2δ(𝑠, 𝑡)が共通

である．これら式を統合させパラメータθを消去す

ることで，次のようなトレードオフ曲線が得られる： 

ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡) = 

{√ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑠) − ϕ(𝑥(𝑠), 𝑦(𝑠): 𝑠) − √δ(𝑡, 𝑠)}
2

 

                            +ϕ(x(t), y(t): t) (12) 

 

横軸をϕ(𝑥, 𝑦: 𝑠)，縦軸をϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡)とする目的空間を

考えると，例えば茨城県の 2019年 4月 8日で𝑡 = 0，

𝑠 = 0とすると，図 13 のようなトレードオフ曲線が

描ける．なお，参考までに茨城県石岡市の市役所に

おける目的関数値も示している．また，関東 1 都 6

県における同様の時刻でのトレードオフ曲線と県庁

の位置での目的関数を図 14 に示す．図 14 からは 2

つのことがわかる．第一に茨城県，栃木県，千葉県

の順に目的関数値が大きくなっているという点であ

る．これらの県は昼夜間での平均移動距離が長い県

であると解釈できる．第二に茨城県庁と茨城県のト

レードオフ曲線の乖離が大きく，逆に東京都の乖離

は小さい．これは県民，あるいは都民が集まってい

人口

地点B：
時刻 時刻 目的関数値を
同時に向上させられる．
⇒パレート最適ではない

地点A：
時刻 時刻 目的関数値を
向上させるなら，どちらかの
目的関数を悪化させる．
⇒パレート最適

図 12 幾何学的に理解するパレート最適 
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るところに庁舎が立地しているのかの指標になるが，

茨城県は県庁の位置する水戸市の他につくば市が人

流の中心となっているほか，県南地域の東京近郊へ

の意識も強い． 

 

 

 

５．多目的立地問題 

5.1．多目的立地問題のパレート最適配置 

 異なる時刻𝑡𝑖, (ⅈ = 1,2, ⋯ , 𝑛)に対し，𝑛個の目的関

数値，ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡1), ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡2), ⋯ , ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡𝑛)を考える．

二目的計画問題と同様に， 

① 𝑗 ≠  ⅈに対し，ϕ(𝑥𝐴 , 𝑦𝐴: 𝑡𝑖) ≤ ϕ(𝑥𝐵 , 𝑦𝐵: 𝑡𝑖)かつ

ϕ(𝑥𝐴 , 𝑦𝐴: 𝑡𝑗) ≤ ϕ(𝑥𝐵 , 𝑦𝐵 : 𝑡𝑗)  

② 𝑗 ≠  ⅈに対し，ϕ(𝑥𝐴 , 𝑦𝐴: 𝑡𝑖) ≤ ϕ(𝑥𝐵 , 𝑦𝐵: 𝑡𝑖)かつ 

ϕ(𝑥𝐴 , 𝑦𝐴: 𝑡𝑗) < ϕ(𝑥𝐵 , 𝑦𝐵 : 𝑡𝑗) ま た は ，

ϕ(𝑥𝐴 , 𝑦𝐴: 𝑡𝑖) < ϕ(𝑥𝐵 , 𝑦𝐵: 𝑡𝑖)かつ  ϕ(𝑥𝐴, 𝑦𝐴: 𝑡𝑗) ≤

ϕ(𝑥𝐵 , 𝑦𝐵: 𝑡𝑗) 

のであれば，地点(𝑥𝐴, 𝑦𝐴)が地点(𝑥𝐵 , 𝑦𝐵)を優越する

と定義する．そして，地理空間上のパレート最適集

合を求める次の多目的立地問題を考える： 

min
𝑥,𝑦

{ ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡1), ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡2), ⋯ , ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡𝑛)}. (13) 

この多目的最適計画問題のパレート最適も解析的に

求めることが出来る． 

 𝑛 = 3では，ペア数は 3 組ある．それらペアの人口

重心を結ぶことで三角形が構成される．目的関数

ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡1), ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡2), ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡3)の等高線は同心円と

なるため，三角形の外側の場所は，三角形の境界へ

の垂線の足もしくは端点と比較すると，3 目的関数

の少なくとも1本，多くても2本の値が大きくなり，

三角形内ではお互いに支配関係とはならない．以上

から三角形のみがパレート最適である（図 15）． 

 

𝑛(≥ 4)個の目的関数ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡𝑖)の目的関数ϕ(𝑥, 𝑦: 𝑡𝑖)

の場合，𝑛この人口重心が求まりその凸包を考える．

凸包外のどの点も凸包境界への垂線の足もしくは端

点と比較すると𝑛個の目的関数値はいずれも大きく

なる．一方で，凸包内のどの点も凸包内の別の点と

比較して𝑛個の目的関数の内少なくとも 1 つの目的

関数では小さくなり，凸包内では支配関係は成立し

ない．以上から，凸包のみがパレート最適となる[7]． 

5.2．各都道府県の凸包 

図 16 は 2015 年から 2019 年の 4 月上旬から 3 週

間分の平日合計 1，800 時間分の茨城県民の人口重

心を算出し，夜間（18 時～5 時）・昼間（6 時～17 時）

でそれぞれ凸包を作成したものである．凸包は茨城
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図 13 茨城県におけるトレードオフ曲線 
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図 14 各県のトレードオフ曲線と県庁の位置 

地点B：
時刻 時刻
目的関数値を
同時に向上させられる．
⇒パレート最適ではない

地点C：
1点の目的関数を向上させると，
2点あるいは1点の目的関数が悪化
⇒パレート最適

地点A：
1点の目的関数を向上させると，
2点の目的関数が悪化
⇒パレート最適

図 15  𝒏 = 𝟑の時のパレート最適 
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県石岡市に存在し，夜間よりも人流が活発な昼間の

方が大きくなり，茨城県かすみがうら市にもまたが

るようになる． 

 

 

次に，同様の時間帯における関東地方の凸包と県

庁所在地を図 17に示す．図 19からは 2点のことが

わかる．第一に茨城県の他の都県においても昼間の

凸包の方が東京方面に位置しており，面積も大きく

なっている．第二に凸包のある自治体は茨城県と東

京都を除き，県庁所在地と同じである．（政令指定都

市の場合は区単位では一致していない．） 

 

 

 

 

６．まとめ 

 本稿では関東全域の時間帯ごとの人口重心を用い

ることで，二目的・多目的における立地問題のパレ

ート最適を導出出来た．また，それと共に人口重心

を用いて関東地方の人口が東京に集中することを明

らかにした．今後，ビックデータを活用したまちづ

くりは大きく広がる．人口減少社会において自治体

の施設維持等も時間別人口や属性別人口を用いるこ

とで効率的に行われることが期待される．本稿では，

その基盤の考え方になる部分を整理し，携帯電話人

口統計活用の可能性を示した． 
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図 16 2015 年～2019 年平日の茨城県民の凸包 

         

     

図 17 各都県の凸包と県庁所在地 


